
SGDAS の推計精度向上に関する研究（第 4 年次） 
 

 

実施期間 令和 3 年度～令和 7 年度 

地殻活動研究センター

地理情報解析研究室  

岩橋 純子  

遠藤 涼  

 

1. はじめに  

SGDAS（地震時地盤災害推計装置）は，災害の初動対応に資することを目的として，地盤災害（斜

面崩壊，地すべり，液状化）の発生地域と発生可能性を，震度と地形等の地理的特性から自動的に推

計する装置である（神谷，2013；神谷ほか，2014）．国土地理院は，令和元年（2019 年）6 月に正式に

SGDAS の運用を開始し，配信先は，国土交通省内のみならず他省庁，地方公共団体を含む．本システ

ムは開発が平成 24 年と古く，斜面崩壊の推計結果が全体的に過大傾向，液状化の推計精度が低い（中

埜・大野，2018），地盤災害に関する最新の知見が反映されていないといった課題があり，より的確な

初動対応に寄与するためには推計精度の向上が必要である．そこで，SGDAS の推計精度向上のための

研究開発を行い，大地震発生時における初動対応に必要不可欠な情報を更に高精度化する．令和 5 年

度までに，既往地震の推計結果の定量的評価手法の考案と定量的評価，フェイルセーフ機能とモニタ

リング機能を備えた改修版 SGDAS の作成及びより高精度な地形データセットの実装を行ってきた． 

令和 6 年度は，気象庁の推計震度分布図の高解像度化（1 km→250 m メッシュ）に合わせて昨年度

改修したシステムの運用を令和 7 年 1 月から開始した．さらに，斜面崩壊の発生可能性をゾーニング

マップと震度-発生可能性対応表で推計する方式（以下「ゾーニングマップ方式」という．）の研究を

行った．なお液状化の推計は元々ゾーニングマップ方式である（岩橋・遠藤，2023）．また，ゾーニン

グマップ方式に合わせた試験用プログラムを作成し試算を行った．その結果，ゾーニングマップ方式

でも斜面崩壊の発生可能性の推計が可能であることが確認されたが，火山灰の影響を受けた地域等で

は改善の余地があることが分かった．  

 

2. 研究内容及び得られた成果 

2.1 ゾーニングマップ方式の背景  

現 SGDAS で推計される斜面崩壊の発生可能性は，傾斜・曲率と地震動を基に，プログラム本体に

ハードコーディングされた修正六甲式（神谷，2012；1995 年兵庫県南部地震の事例により内田ほか

（2004）が開発した六甲式の改良）を用いて算出した後，脆弱-非脆弱の 2 値の脆弱地質マップによっ

て補正されている（岩橋・遠藤，2023）．近年，2004 年新潟県中越地震及び 2008 年岩手宮城内陸地震

の崩壊地の研究により，斜面傾斜と崩壊面積率の対数値（logP）が，極急斜面を除きおおむね比例関

係にあることが指摘され，logP 式と呼ばれる崩壊面積率の対数と斜面傾斜の線形式（内田ほか，2017）

が提案されている．2016 年熊本地震では InSAR の変位量に対しても logP 式が当てはまることが知ら

れており（Sakai et al., 2022），さらに，種平ほか（2023）は，地形・地質の類似する範囲ごとに式を作

成し，式の係数・切片が崩壊のタイプの特徴を反映していることを示した．これらのことは，岩盤の

地震動特性の違いに対応するゾーニングマップを作成すれば，既往地震のインベントリを用いて各ゾ

ーンの崩壊面積率と傾斜の関係の式を構築できる，すなわち統計的なモデルによって，傾斜のみから

崩壊面積率を推計できることを示唆している． 
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2.2 地形地質ゾーニングマップの作成  

現 SGDAS における脆弱地質マップによる発生可能性の補正が，一部のケースではかえって推計精

度を下げていることが明らかになっており（岩橋・遠藤，2023），令和 5 年度から産総研地質調査総合

センターとの共同研究として，脆弱地質マップの見直しに着手している．本年度は，工学的岩盤分類

を考慮して 20 万分の 1 シームレス地質図 V2（産総研地質調査総合センター，2023）をグルーピング

した地質区分と，岩盤深度と傾斜を考慮してグルーピングした地形区分（地形分類図は Iwahashi(202

5)の J_Terrain16_V2 を利用），さらにテフラと平野部の小規模な崖に関する補足データ（農業・食品産

業技術総合研究機構，2021；国土交通省，2024）を用い，地震時の斜面崩壊に対する脆弱性を考慮し

たゾーニングマップを作成した（図-1）．解像度は，SGDAS の地域特性データの解像度に合わせて 4

分の 1 地域メッシュ（約 250 m）とし，凡例は Zone0～6 の 7 種類とした．各ゾーンが想定する斜面は

次のとおりである． 

Zone0：緩勾配で，斜面崩壊の発生可能性がほぼないと考えられる斜面 

Zone1：緩勾配だが土砂災害特別警戒区域を含む斜面 

Zone2：未固結の地盤かつ比較的急勾配で崩壊の可能性がある斜面，又はテフラの堆積域 

Zone3：軟質岩による丘陵化した段丘・開析谷等，中程度の勾配の斜面 

Zone4：層状の軟質岩による丘陵性山地の斜面 

Zone5：塊状の軟質岩による山地・丘陵性山地，又は層状の軟質岩による山地の斜面 

Zone6：硬質～中硬質岩による山地，丘陵性山地，丘陵化した段丘・開析谷等の斜面 

 

 

図-1 地形地質ゾーニングマップ（試作） 

 

2.3 ゾーニングマップ方式による地震時斜面崩壊の評価  

岩橋ほか（2022）の手法により作成した既往 10 地震の斜面崩壊・地すべりのインベントリを用い
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て，傾斜 5 度ごとの震度-density（インベントリから作成した集計用点数/km2）の集計を行った．さら

に，2024 年能登半島地震における現 SGDAS の出力図と density の比較により発生可能性のしきい値

を算出し（なるべく現 SGDAS の出力に図を似せるための設定），データの欠損部は logP 式に関する

既往研究の知見に従うことを想定しながら，傾斜 5 度ごとの震度-発生可能性マトリックス表を試作し

た． 

 

2.4 試験用プログラム作成と試算結果  

外部に置いたゾーニングマップの GIS データと震度-発生可能性マトリックス表を用いて斜面崩壊

を推計できる試験改造版 SGDAS を作成した．この試験改造版では，ゾーニングマップとマトリック

ス表の差し替えにより，推計モデルの変更が容易に可能である．  

試作したゾーニングマップと，傾斜 5 度ごとの震度-発生可能性マトリックス表を用い，試算を行っ

た．2024 年能登半島地震の 250 m メッシュ推計震度分布図（気象庁）を用いた試算結果では，図-2 の

とおり実際に生じた斜面崩壊分布の多寡と概ね調和的な結果を示した．ただし，他の既往地震の試算

では，例えば 2016 年熊本地震など，特に火山灰の影響を受けた地域等では改善の余地があることが分

かった．  

 

図-2 2024 年能登半島地震による斜面崩壊（国土地理院，左図），地形地質ゾーニングマップと震度-発生可能性

マトリックス表（試作）による推計結果（右図） 

 

3. 結論  

ゾーニングマップ方式での推計は，従来の手法と異なり，曲率を使わず，5 度区切りの大まかな傾

斜帯を用いるものであるが，概ね良好な結果を示した．しかし火山灰の影響を受けた地域等では改善

の必要がある．液状化用のゾーニングマップの構築と合わせて，今後も引き続き研究を行っていく． 
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